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  証券コード 7591
  平成23年６月３日

株 主 各 位  

 東 京 都 港 区 西 新 橋 三 丁 目 12 番 10 号

  

 代表取締役社長 橋 本 善 夫

第51期定時株主総会招集ご通知 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
 本年３月の東日本大震災により、被災された株主の皆様には心か
らお見舞い申しあげます。 

さて、当社第51期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年６月22日（水曜日）

午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 

１．日   時  平成23年６月23日（木曜日）午前10時 

２．場   所  東京都港区西新橋三丁目12番10号 
当社本社 ５階会議室 

（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。） 

３．会議の目的事項 
報 告 事 項 １．第51期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで） 

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人

および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 
２．第51期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで） 

計算書類の内容報告の件 

決 議 事 項 
第１号議案 剰余金処分の件 

第２号議案 取締役７名選任の件 

第３号議案 監査役１名選任の件 
以 上

 

                                     

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出くださいますようお願い申しあげます。 

◎ 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が

生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.excelweb.co.jp/）に掲載させていただきます。 



 

－  － 
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（添付書類） 

事 業 報 告 

平成22年４月１日から 
平成23年３月31日まで 

 

 

１．企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、滑り出しこそ順調に推移し、いわ

ゆるリーマン・ショックに端を発した世界同時金融危機及び景気後退と緊急

経済対策からの出口を探っていく展開でありましたが、国際的金融緩和によ

り流出した資金がリスク回避行動として日本円に向かったことで、昨年６月

から外国為替市場において急激な円高が進行し、雇用、生産、消費、企業収

益等への悪影響も懸念される状況となりました。こうした経済の基礎的諸条

件の悪化に、ねじれ国会など政治の混迷が拍車をかけ、年度末近くには東日

本大震災にも見舞われるなど、景気の先行きは全く以って不透明、まずは復

旧・復興を最優先とする年度となりました。 

 当社グループの属する電子部品業界においても、年度初めこそ楽観ムード

が広がっておりましたが、円高による採算の悪化への対応、海外への生産拠

点のシフト等、構造改革を進めている最中の大震災発生により、手探りで今

後の対応を模索している状況であります。 

 こうした市場環境の下、当社グループは、大手顧客の事業戦略の変更及び

アミューズメント業界の経営環境の悪化の影響を受けましたが、顧客の海外

シフトを含めた海外商談増加による伸長により業績の確保に努めました結果、

売上高は819億45百万円（前年同期比13.6％増）となりました。 

 一方、売上原価は766億２百万円（前年同期比14.6％増）となり、売上総

利益は53億43百万円（前年同期比1.8％増）となりました。 

 販売費及び一般管理費は、人件費を中心に総額35億47百万円（前年同期比

1.9％増）となり、結果営業利益は17億95百万円（前年同期比1.7％増）と

なっております。 

 営業外収益は、仕入割引を中心に１億95百万円（前年同期比0.3％減）と

なりました。 

 営業外費用は、大幅な円高が進行した結果、為替差損１億87百万円（前年

同期比136.5％増）を計上したこと等で２億73百万円（前年同期比37.2％

増）となり、結果経常利益は17億16百万円（前年同期比2.5％減）となりま
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した。 

 特別損益では、特別損失として投資有価証券評価損２億59百万円の計上を

余儀なくされております。更に法人税等の負担額を控除し、当期純利益は９

億14百万円（前年同期比20.9％減）となりました。 

 各品目別の概況は次のとおりであります。 

（液晶デバイス） 

 アミューズメント向け液晶デバイスが厳しい市況環境の変化により減少し

ましたが、携帯電話向け小型液晶の伸長により、売上高は250億８百万円

（前年同期比4.5％増）となりました。 

（半導体・集積回路） 

 液晶テレビ向けドライバーＩＣは伸長しましたが、アミューズメント用光

半導体は液晶デバイスと同様の減少により、売上高は127億54百万円（前年

同期比7.1％減）となりました。 

（電子部品・その他） 

 空気清浄機は減少しましたが、海外子会社における液晶モジュール向けデ

バイスの伸長により、売上高は435億84百万円（前年同期比29.9％増）とな

りました。 

（生産） 

 自社製品であるバックライトは、携帯電話向けの減少により、売上高は５

億97百万円（前年同期比34.0％減）となりました。 

 

(2) 設備投資等の状況 

 当連結会計年度における設備投資につきましては、特に記載すべき事項は

ございません。 

 

(3) 資 金 調 達 の 状 況 

 当連結会計年度における資金調達につきましては、特に記載すべき事項は

ございません。 
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(4) 対 処 す べ き 課 題 

 当社グループの対処すべき課題は以下のとおりと考えております。 

① 中国、インド等の新興国市場における内需が巨大な市場を形成すると

見られる情勢下、そうしたマーケットにおける当社グループの収益力

の構築及び強化、またそのための体制作りが課題であり、プロジェク

ト・チームの編成によるマーケティングを強化する他、技術面での顧

客サポート力の強化を進めてまいります。 

② 日系メーカーの商材に加え、海外メーカー製品をいかに当社業務に取

り込み、収益力の強化に結びつけるかが課題であり、海外展開のス

ピードを速める顧客日系メーカーとの業務の中でニーズを探り、最適

な製品群の発掘及び提案を推進してまいります。 

③ 経費の適切なコントロール 

世界同時景気後退からの出口戦略が模索されている最中に発生した東

日本大震災により、今後のわが国経済は不透明感を増しております。

需要面の予測、計画が不透明である状況下、出費としての経費のコン

トロールが課題になるものと想定されます。今後とも経費の有効活用

と適切なコントロールを心がけて事業活動を推進してまいります。 

 

 株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご指導を賜ります

ようお願い申しあげます。 

 



 

－  － 
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(5) 財産および損益の状況の推移 

① 企業集団の財産および損益の状況 

区 分 
第48期 

(平成20年３月期)
第49期 

(平成21年３月期)
第50期 

(平成22年３月期)

第51期 
(当連結会計年度) 
(平成23年３月期) 

売 上 高(百万円) 131,747 90,146 72,119 81,945 

経 常 利 益(百万円) 3,770 1,489 1,760 1,716 

当 期 純 利 益(百万円) 1,919 1,076 1,156 914 

１株当たり当期純利益 (円) 211.76 123.23 133.43 105.50 

総 資 産(百万円) 45,798 35,578 38,324 39,784 

純 資 産(百万円) 21,619 21,095 22,326 22,556 

（注） 「１株当たり当期純利益」は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基

づき算出しております。 

 

② 当社の財産および損益の状況 

区 分 
第48期 

(平成20年３月期)
第49期 

(平成21年３月期)
第50期 

(平成22年３月期)

第51期 
(当事業年度) 
(平成23年３月期) 

売 上 高(百万円) 66,423 50,689 41,550 42,759 

経 常 利 益(百万円) 2,025 1,594 1,164 1,235 

当 期 純 利 益(百万円) 964 294 699 528 

１株当たり当期純利益 (円) 106.35 33.71 80.75 60.99 

総 資 産(百万円) 33,250 28,006 27,308 26,768 

純 資 産(百万円) 18,898 18,491 19,235 19,504 

（注） 「１株当たり当期純利益」は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基

づき算出しております。 

 



 

－  － 
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(6) 重要な親会社および子会社の状況 

① 親 会 社 と の 関 係 

 当社には該当する親会社はありません。 

② 重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 
当 社 の
出 資 比 率

主 要 な 事 業 内 容 

曄華企業股有限公司 ＮＴ＄  8,250千 100.0％ 電子部品の販売 

卓華電子（香港）有限公司 ＨＫ＄ 23,550千 100.0％ 電子部品の販売 

卓華電子科技（深）有限公司 ＨＫ＄  8,750千 (100.0％) 電子部品の製造・販売 

卓奘国際貿易（上海）有限公司 ＵＳ＄   200千 (100.0％) 電子部品の販売 

卓奘電子貿易（深）有限公司 ＵＳ＄   75千 (100.0％) 電子部品の販売 

EXCEL SINGAPORE PTE.LTD. Ｓ＄   500千 100.0％ 電子部品の販売 

（注） 卓華電子科技（深）有限公司、卓奘国際貿易（上海）有限公司、卓奘電子貿易

（深）有限公司は、当社の子会社である卓華電子（香港）有限公司の100％子

会社であります。 

 

(7) 主 要 な 事 業 内 容（平成23年３月31日現在） 

 液晶等表示デバイス、集積回路、半導体素子、その他の電子部品および電

子機器の販売ならびにこれらの輸出入業務を行っております。 
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(8) 主 要 な 営 業 所（平成23年３月31日現在） 

① 当     社 

本      社  東京都港区西新橋三丁目12番10号 

市 ヶ 谷 支 店  東京都千代田区九段南四丁目５番11号 

東 京 南 支 店  神奈川県川崎市宮前区有馬九丁目３番１号 

名 古 屋 支 店  愛知県名古屋市南区塩屋町六丁目21番地 

大 阪 支 店  大阪府大阪市北区西天満四丁目３番25号 

営業所等 

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地 

福 島 福 島 県 沼 津 静 岡 県 

水 戸 茨 城 県 松 本 長 野 県 

高 崎 群 馬 県 物流センター 埼 玉 県 

さ い た ま 埼 玉 県 大阪商品センター 大 阪 府 

立 川 東 京 都 行田商品センター 埼 玉 県 

北 陸 石 川 県   

（注）１．行田営業所は、平成22年７月１日付をもって高崎営業所と統合いたしました。

なお、行田営業所は、行田商品センターとして、物流業務を行っております。 

２．名古屋支店は、平成23年３月22日付をもって事務所を移転いたしました。 

 

② 子 会 社 

名 称 所 在 地 

曄華企業股有限公司 台湾 

卓華電子（香港）有限公司 中国 

卓華電子科技（深）有限公司 中国 

卓奘国際貿易（上海）有限公司 中国 

卓奘電子貿易（深）有限公司 中国 

EXCEL SINGAPORE PTE.LTD. シンガポール 

 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(8) ／ 2011/05/25 14:15 (2011/05/16 19:29) ／ wk_10727889_01_osxエクセル様_招集_株主各位_P.doc 

8

(9) 従 業 員 の 状 況（平成23年３月31日現在） 

① 企業集団の従業員の状況 

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 

452名 51名増 

（注）１．従業員数は嘱託、契約社員を含み、パートを除く就業人員であります。 

２．前連結会計年度末に比べ従業員が51名増加しておりますが、海外子会社におけ

る業務拡大に伴う人員増等によるものであります。 

 

② 当社の従業員の状況 

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

192名［24名］ 6名減［－名］ 42.5歳 13.9年 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は［ ］内に年間の平均人数を外数で記

載しております。 

 

(10) 主 要 な 借 入 先（平成23年３月31日現在） 

借 入 先 借 入 額 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 300百万円 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100百万円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100百万円 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 100百万円 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 100百万円 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100百万円 

 



 

－  － 
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２．会社の株式に関する事項（平成23年３月31日現在） 

(1) 発行可能株式総数 30,000,000株 

(2) 発行済株式の総数 9,086,755株 

(3) 株 主 数 3,576名 

(4) 大 株 主（上位10名） 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

ビービーエイチ フオー フイデリテイー 
ロ ー プ ラ イ ス  ス ト ツ ク  フ ア ン ド 909千株 10.5％ 

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 
信 託 銀 行 株 式 会 社（信託口） 338 3.9 

竹 田 和 平 328 3.8 

メロン バンク エヌエー トリーテイー 
ク ラ イ ア ン ト  オ ム ニ バ ス 

272 3.1 

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 
信 託 銀 行 株 式 会 社（信託口） 239 2.8 

資 産 管 理 サ ー ビ ス 
信託銀行株式会社（年金信託口） 233 2.7 

株 式 会 社 リ ョ ー サ ン 211 2.4 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 204 2.4 

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 
信 託 銀 行 株 式 会 社（信託口９） 

179 2.1 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 156 1.8 

（注）１．当社は、自己株式420,227株を保有しておりますが、上記大株主からは除いて

おります。 

２．持株比率は、自己株式（420,227株）を控除して計算しております。 

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(10) ／ 2011/05/25 14:15 (2011/05/16 19:29) ／ wk_10727889_01_osxエクセル様_招集_株主各位_P.doc 

10

４．会社役員に関する事項 

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成23年３月31日現在） 

氏 名 地 位 お よ び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況 

橋 本 善 夫 代表取締役社長  

進 藤 龍 生
常務取締役 
財経本部長  

山 田 清 隆
常務取締役 
国内営業本部長兼第一営業本部長、シャープ
販売推進本部長、営業管理部長 

 

谷 村 偉 作
常務取締役 
経営企画室長兼管理本部長  

上 田 豊 男
取締役 
海外営業本部長 

曄華企業股有限公司 董事長 
卓奘国際貿易（上海）有限公司 董事長 
EXCEL SINGAPORE PTE.LTD. MANAGING DIRECTOR 

大 滝 伸 明
取締役 
新規事業推進本部長 

 

柳 田 尚 希
取締役 
第二営業本部長兼電子部品販売推進本部長  

今 井 忠 雄 常勤監査役  

浅 川  修 監査役  

加 藤 豊 久 監査役  

都 甲 和 幸 監査役 公認会計士 

（注）１．平成22年６月24日開催の第50期定時株主総会において柳田尚希氏が取締役に新

たに選任され就任いたしました。 

２．平成22年６月24日開催の第50期定時株主総会において都甲和幸氏が監査役に新

たに選任され就任いたしました。 

３．監査役 浅川 修、加藤豊久、都甲和幸の３氏は、会社法第２条第16号に定め

る社外監査役であります。なお、当社は、都甲和幸氏を株式会社東京証券取引

所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

４．常勤監査役 今井忠雄氏は、長年当社の経理部長および経理部門を所管する役

員を歴任しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。 

５．監査役 浅川 修氏は、長年にわたりシャープ株式会社で経理業務に従事して

おり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。 

６．監査役 加藤豊久氏は、金融機関において重要な役職を歴任しており、財務お

よび会計に関する相当程度の知見を有しております。 

７．監査役 都甲和幸氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関

する相当程度の知見を有しております。 

８．平成22年６月24日開催の第50期定時株主総会終結の時をもって、村山廣二氏は、

監査役を辞任いたしました。 



 

－  － 
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(2) 取締役および監査役の報酬等 

① 報酬等の内容の決定に関する方針等 

 取締役の報酬は、取締役ごとの業績評価に基づく基本報酬と、その役位

に応じて算定される役員手当との合計額を基礎とし、会社の業績、従業員

の給与等を総合的に勘案して決定いたします。賞与につきましては、会社

の業績、従業員の賞与額等を総合的に勘案し算定した総額を、取締役ごと

の業績評価、役位に応じて按分して決定いたします。 

 監査役の報酬は、当社グループ全体の職務執行に対する監査の職責を負

うことから、定額報酬として、職位と職務の分担に応じて定められた額を

支給しております。 

 これらの方針は、当社の取締役会の決議および監査役の協議によって定

めております。 

 

② 取締役および監査役の報酬等の総額 

区 分 支 給 人 員 報酬等の総額 

取 締 役 9名 192百万円 

監 査 役 
（う ち 社 外 監 査 役） 

5名
（ 4）

21百万円 
（ 9） 

合 計 14名 213百万円 

（注）１．上記には、平成22年６月24日開催の第50期定時株主総会終結の時をもって退任

した取締役２名および監査役１名を含めております。 

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており

ません。 

３．報酬等の総額には、当事業年度に係る役員賞与が含まれております。 

４．取締役の報酬限度額は、平成19年６月22日開催の第47期定時株主総会において

年額450,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただい

ております。 

５．監査役の報酬限度額は、平成10年12月18日開催の第38期定時株主総会において

年額40,000千円以内と決議いただいております。 

 



 

－  － 
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(3) 社外役員に関する事項 

① 重要な兼職先と当社との関係 

 該当事項はありません。 

 

② 当事業年度における主な活動状況 

区 分 氏 名 主な活動状況 

監 査 役 浅 川  修 

当期開催の取締役会14回のうち12回に出席し、ま
た当期開催の監査役会４回の全てに出席し、豊富
な実務経験に基づき議案の審議等に必要な発言を
適宜行いました。 

監 査 役 加 藤 豊 久 

当期開催の取締役会14回のうち12回に出席し、ま
た当期開催の監査役会４回の全てに出席し、豊富
な実務経験に基づき議案の審議等に必要な発言を
適宜行いました。 

監 査 役 都 甲 和 幸 

平成22年６月24日就任以降に開催された取締役会
10回の全てに出席し、また監査役会３回の全てに
出席し、公認会計士としての専門的見地から、助
言・提言等を適宜行いました。 

 

③ 責任限定契約の内容の概要 

 当社と各社外監査役は、会社法第423条第１項の賠償責任を法令の定め

る限度まで限定する契約を締結しております。 

 



 

－  － 
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５．会計監査人の状況 

(1) 名  称   三優監査法人 

 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支 払 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31百万円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 31百万円 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。 

２．当社の重要な子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人

（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受け

ております。 

 

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、

原則として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場

合には、監査役会の同意または請求により、会計監査人の解任または不再任

に関する議題を株主総会に提案いたします。 

 



 

－  － 
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６．会社の体制および方針 

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制 

当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制その他業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）

について、その基本方針を取締役会において以下のとおり決議しておりま

す。 

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は、法令順守及び企業倫理の維持を業務遂行上の最重要課題のひと

つとして位置づけ、その達成を目的として、「企業理念Ｅｘ21」並びに

「法令順守マニュアル」を制定し、全取締役に順守を求める。 

② 取締役は、業務執行における法令、定款、社内規則・規程等の順守状況

について日常的に相互監視を行うとともに、取締役会において他の取締

役の職務執行の監督を行う。 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 取締役の職務の執行に係る情報については、法令並びに取締役会規則及

び文書保存規程に従い適切に作成、保存する。 

② その保存については、極力電磁的記録保存を併用して、必要時に随時検

索、閲覧可能な体制を構築する。 

③ 取締役並びに監査役は、それらの情報を閲覧できる。 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① リスク管理規程に基づき定期的に当社において発生する可能性のあるリ

スクを調査し、対処すべき内容に応じて当該リスクの管理担当部署を決

定する。また、その管理担当部署はリスクを適正に管理する。 

② 予見しないリスクが顕在化するなど経営に与える影響が高いと判断され

るときは、リスク管理委員会を設置し、その対応にあたる。 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

礎として、取締役会を毎月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜

臨時に開催する。また、全社的に影響を及ぼす重要事項については、代

表取締役社長が招集する経営会議における十分な審議を経て取締役会に

付議する。 

② 取締役会の決定に基づく業務執行については、業務令、業務分掌規程、

職務権限規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳

細について定める。 



 

－  － 
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(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は、法令順守及び企業倫理の維持を業務遂行上の最重要課題のひと

つとして位置づけ、その達成を目的として、「企業理念Ｅｘ21」並びに

「法令順守マニュアル」を制定し、全使用人に順守を求める。 

② 内部通報規程に基づき法令・定款等に違反する行為等の通報・相談の窓

口を開設し、社内自浄能力の向上を図る。 

(6) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制 

① 当社が法令順守並びに企業倫理の維持を業務遂行上の最重要課題のひと

つとして位置づけ、その達成を目的として定めた「企業理念Ｅｘ21」並

びに「法令順守マニュアル」は、当社及び子会社から成る当社グループ

の全使用人に順守を求める。 

② 子会社の経営管理については、関係会社管理規程に従い、当社への決裁、

報告制度による子会社経営の管理を行う。 

③ 内部監査部門である監査室は、当社グループ全体の内部監査を実施又は

統括し、当社グループの内部統制の整備、運用状況を、財務報告の信頼

性、業務の有効性、効率性、法令順守の観点から検証することにより、

業務全般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保する。 

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項 

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、取

締役会は監査役会と協議のうえ、監査役を補助すべき使用人を指名する。 

(8) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合には、その使用人の独立性

を確保するため、当該使用人の任命、異動等人事権に係る事項の決定に

は監査役会の事前の同意を得る。 

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制 

① 取締役及び使用人は、監査役会に対して、法定の事項のほか、当社及び

グループ各企業の経営、業績に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実

施状況、重大な法令・定款違反行為その他予め定めた監査役会への報告

事項を遅滞なく報告する。 

② 取締役及び使用人は、監査役が重要な意思決定の過程及び業務の執行状

況を把握するため、取締役会のほか、経営会議、リスク管理委員会など

の重要会議に出席する機会を確保する。また、監査役がこれらの会議に



 

－  － 
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先立ち事前に提供される関係文書、資料を閲覧し、取締役又は使用人に

追加の説明、報告を求めた場合には速やかにこれに応じる。 

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 代表取締役社長は、監査役会と定期的に意見交換会を開催する。 

② 監査室は、監査役と定例的な打合せ会を開催し、相互の監査結果、是正

の状況及び監査計画の進捗状況等について情報や意見の交換を行い、監

査体制の充実を図る。 

(11) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

① 経営者は、組織の全ての活動について最終的な責任を有しており、その

一環として、本基本方針に基づき内部統制を整備及び運用する。 

② 取締役会は、経営者による内部統制の整備及び運用に対して監督責任を

有している。 

③ 監査役は、独立した立場から、内部統制の整備及び運用状況を監視、検

証する。 

④ 監査室は、内部統制の目的をより効果的に達成するために、内部統制の

整備及び運用状況を検討、評価し、必要に応じて、その改善策を促す。 

(12) 反社会的勢力を排除するための体制 

① 当社グループは、「法令順守マニュアル」の中で、市民社会の秩序や安

全に脅威を与える所謂反社会的勢力及び団体とは断固として絶縁する旨

定めている。 

② 当社は「特殊暴力防止対策協議会」に加盟し、指導を受けるとともに情

報の収集を行っており、反社会的勢力から不当な要求を受けた場合等は

直ちに所轄警察署と連携のうえ対応できる体制にある。 

 

 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 

（平成23年３月31日現在） 
（単位：百万円） 

 
科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 負 債 16,023 

支払手形及び買掛金 10,330 

短 期 借 入 金 4,332 

１年内償還予定の社債 620 

未 払 法 人 税 等 160 

賞 与 引 当 金 162 

役 員 賞 与 引 当 金 33 

そ の 他 383 

固 定 負 債 1,204 

繰 延 税 金 負 債 297 

退 職 給 付 引 当 金 405 

資 産 除 去 債 務 6 

負 の の れ ん 375 

そ の 他 121 

負 債 合 計 17,228 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 23,483 

資 本 金 3,086 

資 本 剰 余 金 3,126 

利 益 剰 余 金 17,841 

自 己 株 式 △571 

その他の包括利益累計額 △927 

その他有価証券評価差額金 251 

為替換算調整勘定 △1,179 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建物及び構築物 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

35,976

10,211

17,580

7,798

5

41

90

272

△23

3,808

1,896

396

1,444

55

112

112

1,798

1,652

270

△124 純 資 産 合 計 22,556 

資 産 合 計 39,784 負 債 純 資 産 合 計 39,784 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 

平成22年４月１日から 
平成23年３月31日まで 

（単位：百万円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 81,945 

売 上 原 価 76,602 

売 上 総 利 益 5,343 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,547 

営 業 利 益 1,795 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 8  

受 取 配 当 金 34  

仕 入 割 引 70  

負 の の れ ん 償 却 額 62  

そ の 他 19 195 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 57  

売 上 割 引 14  

売 上 債 権 売 却 損 5  

為 替 差 損 187  

そ の 他 9 273 

経 常 利 益 1,716 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 0  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 54  

償 却 債 権 取 立 益 6 61 

特 別 損 失  

固 定 資 産 売 却 損 7  

固 定 資 産 除 却 損 0  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 259  

減 損 損 失 0  

会 員 権 売 却 損 0  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 14  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2 284 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,493 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 396  

法 人 税 等 調 整 額 182 579 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 914 

少 数 株 主 利 益 － 

当 期 純 利 益 914 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

平成22年４月１日から 
平成23年３月31日まで 

（単位：百万円） 

 株 主 資 本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成 22年３月 31日残高 3,086 3,126 17,187 △571 22,829 

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △259 △259 

当 期 純 利 益  914 914 

自 己 株 式 の 取 得  △0 △0 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

  

連結会計年度中の変動額合計 － － 654 △0 654 

平成 23年３月 31日残高 3,086 3,126 17,841 △571 23,483 

 
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

純 資 産 合 計 

平成 22年３月 31日残高 248 1 △753 △502 22,326 

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △259 

当 期 純 利 益  914 

自 己 株 式 の 取 得  △0 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

2 △1 △425 △424 △424 

連結会計年度中の変動額合計 2 △1 △425 △424 229 

平成 23年３月 31日残高 251 － △1,179 △927 22,556 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

－  － 
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連 結 注 記 表 

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ６社 

連結子会社の名称 

曄華企業股有限公司、卓華電子（香港）有限公司、卓華電子科技（深）有

限公司、卓奘国際貿易（上海）有限公司、EXCEL SINGAPORE PTE.LTD.、卓奘電

子貿易（深）有限公司 

 

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社６社の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては同決

算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 資産の評価の方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの…………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの…………移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

 

……主として移動平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産………………主として定率法。 

ただし、当社が、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については定額法。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

建物  ３年～50年 

② 無形固定資産………………自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

③ 長期前払費用………………定額法 

 



 

－  － 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金……………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

将来の支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額

を計上しております。 

③ 役員賞与引当金……………役員に対する賞与の支給に充てるため支給見込額を

計上しております。 

④ 退職給付引当金……………当社は、従業員の退職給付の支出に充てるため、当

連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしております。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法…………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、振当処

理の条件を充たしている為替予約について振当処理

を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘ ッ ジ 手 段…………為替予約 

ヘ ッ ジ 対 象…………外貨建金銭債権 

③ ヘ ッ ジ 方 針……………当社のデリバティブ取引に対する方針は、為替変動

リスクをヘッジすることを目的としており、投機的

な取引は行わない方針であります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法…ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な

条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も

継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想定することができるため、

ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理…………消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(6) のれんの償却方法及び償却期間 

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、その効果の発現

する期間（10年間）にわたって均等償却を行っております。 



 

－  － 
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５．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ１百万円減少しており、税金等調整

前当期純利益は15百万円減少しております。 

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は22百万円でありま

す。 

 

表示方法の変更 

（連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）

に基づく「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平成21年

３月27日 平成21年法務省令第７号）の適用により、当連結会計年度では、「少

数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

 

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 865百万円

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保資産 

  投資有価証券 147百万円

担保資産に対応する債務 

  買 掛 金 714百万円

 

Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 
    （単位：株）

株 式 の 種 類 前連結会計年度末株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

普 通 株 式 9,086,755 － － 9,086,755 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 株式の種類
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日 

平成22年６月24日
定時株主総会 

普通株式 130 15.00 平成22年３月31日 平成22年６月25日 

平成22年10月21日
取締役会 普通株式 129 15.00 平成22年９月30日 平成22年12月３日 



 

－  － 
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの 

決 議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

平成23年６月23日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 129 15.00 平成23年３月31日 平成23年６月24日 

 

３．新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

Ⅳ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主に電子部品を扱う商社として、仕入先と販売先の中間に位置

し、決済のズレを仲介する金融機能を有しております。一時的な余剰資金は大手

銀行の当座・普通・定期預金（一年以内）により運用し、短期的な運転資金は銀

行借入（一年以内）により調達しております。その他企業買収等、経常的な営業

循環から外れる取引に関する資金調達は社債発行等により行っております。 

デリバティブ取引は為替リスクを回避するために利用しておりますが、ヘッジ会

計の要件を満たすもののみを取組み、投機的な取引は行わない方針としておりま

す。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。

また、グローバルに市場を展開していることから生じている外貨建ての営業債権

及び営業債務は為替の変動リスクにさらされておりますが、原則として振当処理

による為替予約を付すこととしております。投資有価証券は主として、取引先企

業との紐帯強化を目途とした株式であり、市場価格の変動リスクにさらされてお

ります。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、全て一年以内の支払期日であります。外

貨建ての買掛金については、原則として振当処理による為替予約を付すこととし

ております。 

借入金は、全て一年以内の借入金であり、社債は、部分償還約定付きで決算日後

１年以内で全額償還されます。 

デリバティブ取引は、外貨建て営業債権・債務に係る為替の変動リスクに対する

ヘッジ取引を目的とした為替予約取引がありますが、いわゆる振当処理を適用し

ております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権について担当営業所が取引先



 

－  － 
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の状況を定期的にモニタリングし、与信限度額の申請を行い、また期日、残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。 

デリバティブ取引である為替予約の締結にあたっては、カウンターパーティー

リスクを軽減するために、信用力の高い大手金融機関とのみ取引を行っており

ます。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は外貨建ての営業債権・債務について振当処理による為替予約を原則とし

て付しております。連結子会社にあっては、財務諸表表示通貨及びその通貨と

密接にリンクしている通貨建ての営業債権・債務が大部分を占めており、特別

なリスク対策は行っておりませんが、当社との取引で円建ての営業債務を有す

る場合、極力決済期間を短くする（概ね30日以内）ことで対応しております。 

投資有価証券については、定期的に時価を把握し、発行体の状況については通

常の営業活動の中で異常事態があれば報告せしめる等の日常管理を行うほか、

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直すこととしております。 

デリバティブ取引については、デリバティブ管理規程に基づき経理部にて取引、

決済、管理を行い、月次の取引状況については取締役会に報告しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社は各所課からの報告に基づき、経理部が６ヶ月毎の資金計画を立案、取締

役会にて承認を受けた後、月次の状況を加味して適時に資金繰計画を作成・更

新し、金融機関との協議を行い効率的かつ過不足のないよう流動性リスクを管

理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動

することがあります。 

 



 

－  － 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは、次表には含まれておりません。（（注）２．参照）。 

 
連結貸借対照表
計上額 

（百万円） 

時   価 
（百万円） 

差   額 
（百万円） 

(1) 現金及び預金 10,211 10,211 － 

(2) 受取手形及び売掛金 17,580  

貸倒引当金（※１） △  23  

 17,557 17,557 － 

(3) 投資有価証券  

その他有価証券 1,395 1,395 － 

資産 計 29,164 29,164 － 

(1) 支払手形及び買掛金 10,330 10,330 － 

(2) 短期借入金 4,332 4,332 － 

(3) 社債 620 620 － 

負債 計 15,283 15,283 － 

（※１）受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法、並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事

項 

資産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。 

負債 

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 社債 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。 



 

－  － 
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区       分 連結貸借対照表 計上額（百万円） 

非上場株式 254 

投資事業組合出資金 1 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため「(3) 投資有価証券」には含めておりません。 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

 １年以内（百万円） 

現金及び預金 10,211 

受取手形及び売掛金 17,580 

合   計 27,791 

４．社債の連結決算日後の返済予定額 

 
１年以内

（百万円） 

１年超 
２年以内
（百万円）

２年超 
３年以内
（百万円）

３年超 
４年以内
（百万円）

４年超 
５年以内
（百万円）

５年超 
（百万円） 

社 債 620 － － － － － 

 

Ⅴ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産 2,602円68銭 

２．１株当たり当期純利益 105円50銭 

 

Ⅵ．その他の注記 

（追加情報） 

会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結貸借対照表及び連結株主資本等

変動計算書における「評価・換算差額等」は「その他の包括利益累計額」として表示

する方法に変更しております。 

 

 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成23年３月31日現在） 
（単位：百万円） 

 科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 負 債 6,254 

支 払 手 形 1,027 

買 掛 金 3,327 

短 期 借 入 金 800 

１年内償還予定の社債 620 

未 払 金 67 

未 払 費 用 66 

未 払 法 人 税 等 138 

前 受 金 17 

預 り 金 12 

賞 与 引 当 金 144 

役 員 賞 与 引 当 金 33 

固 定 負 債 1,009 

繰 延 税 金 負 債 175 

退 職 給 付 引 当 金 404 

資 産 除 去 債 務 6 

負 の の れ ん 302 

そ の 他 121 

負 債 合 計 7,264 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 19,252 

資 本 金 3,086 

資 本 剰 余 金 3,126 

資 本 準 備 金 3,124 

その他の資本剰余金 2 

利 益 剰 余 金 13,610 

利 益 準 備 金 88 

その他利益剰余金 13,522 

圧 縮 積 立 金 1 

別 途 積 立 金 10,110 

繰越利益剰余金 3,410 

自 己 株 式 △571 

評価・換算差額等 251 

その他有価証券評価差額金 251 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

工具、器具及び備品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

従業員長期貸付金 

破産更生債権等 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

保 険 積 立 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

22,686

9,006

623

7,975

4,778

22

84

202

△6

4,081

1,861

387

1

28

1,444

112

23

80

9

2,107

1,652

322

0

15

86

2

48

46

57

△124 純 資 産 合 計 19,504 

資 産 合 計 26,768 負 債 純 資 産 合 計 26,768 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

平成22年４月１日から 
平成23年３月31日まで 

（単位：百万円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 42,759 

売 上 原 価 39,075 

売 上 総 利 益 3,683 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,633 

営 業 利 益 1,050 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 2  

受 取 配 当 金 74  

仕 入 割 引 70  

経 営 指 導 料 161  

負 の の れ ん 償 却 額 50  

そ の 他 33 392 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 13  

社 債 利 息 14  

売 上 割 引 19  

売 上 債 権 売 却 損 0  

為 替 差 損 150  

そ の 他 8 207 

経 常 利 益 1,235 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 0  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 57  

償 却 債 権 取 立 益 6 64 

特 別 損 失  

固 定 資 産 売 却 損 7  

固 定 資 産 除 却 損 0  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 259  

会 員 権 売 却 損 0  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2 283 

税 引 前 当 期 純 利 益 1,016 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 308  

法 人 税 等 調 整 額 179 488 

当 期 純 利 益 528 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 

平成22年４月１日から 
平成23年３月31日まで 

（単位：百万円） 

 株  主  資  本 

利益剰余金 
資本剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金

資本準備金 
そ の 他 
資本剰余金 

資本剰余金 
合   計 

利益準備金
圧縮積立金 別途積立金

繰越利益
剰 余 金

利益剰余金
合   計

自己株式 
株主資本
合  計 

平成22年３月31日残高 3,086 3,124 2 3,126 88 1 10,110 3,141 13,342 △571 18,984 

事業年度中の変動額      

圧縮積立金の取崩し    △0 0 －  － 

剰余金の配当    △259 △259  △259 

当 期 純 利 益    528 528  528 

自己株式の取得    △0 △0 

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

     

事業年度中の変動額合計 － － － － － △0 － 268 268 △0 268 

平成23年３月31日残高 3,086 3,124 2 3,126 88 1 10,110 3,410 13,610 △571 19,252 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

 
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

純 資 産 合 計

平成22年３月31日残高 248 1 250 19,235

事業年度中の変動額   

圧縮積立金の取崩し   －

剰余金の配当   △259

当 期 純 利 益   528

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

2 △1 0 0

事業年度中の変動額合計 2 △1 0 269

平成23年３月31日残高 251 － 251 19,504

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

－  － 
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個 別 注 記 表 

Ⅰ．重 要 な 会 計 方 針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子 会 社 株 式………移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品…………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法） 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産…………定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

建物  ３年～50年 

無形固定資産…………自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

長期前払費用…………定額法 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(2) 賞 与 引 当 金………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の

支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金………役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上

しております。 

(4) 退職給付引当金………従業員の退職給付の支出に充てるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。 

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法

によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

しております。 



 

－  － 
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４．のれんの償却方法及び償却期間 

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、その効果の発現 

する期間（10年間）にわたって均等償却を行っております。 

５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

６．重要な会計方針の変更 

(1) 会計方針の変更 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平

成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ１百万円減少しており、税引前当期

純利益は14百万円減少しております。 

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は19百万円でありま

す。 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 719百万円 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保資産 

投資有価証券 147百万円 

担保資産に対応する債務 

買 掛 金 714百万円 

３．保証債務 

被 保 証 者 
保 証 金 額
（百万円）

保 証 債 務 の 内 容 

曄華企業股有限公司 237 金融機関からの借入金 

卓華電子（香港）有限公司 3,620
金融機関からの借入金、信用状及び取
引先に対する仕入債務 

EXCEL SINGAPORE PTE. LTD. 498
金融機関からの借入金及び取引先に対
する仕入債務 

卓奘国際貿易（上海）有限公司 262
金融機関からの借入金及び取引先に対
する仕入債務 

４．関係会社に対する短期金銭債権 880百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 63百万円 

 



 

－  － 
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Ⅲ．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売 上 高 8,492百万円 

仕 入 高 796百万円 

営業取引以外の取引高 232百万円 

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び株式数 

    （単位：株）

 前事業年度末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数 

普 通 株 式 420,074 153 － 420,227 

 

Ⅴ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 百万円 

 賞与引当金損金算入限度超過額 58 

 未払事業税否認 14 

 長期未払金否認 28 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 164 

 貸倒引当金損金算入限度超過額 50 

 投資有価証券評価損否認 329 

 その他 63 

 繰延税金資産小計 710 

 評価性引当額 △213 

 繰延税金資産合計 496 

 繰延税金負債  

 評価差額 △280 

 その他有価証券評価差額金 △306 

 固定資産圧縮積立金 △ 1 

 繰延税金負債合計 △588 

 繰延税金資産の純額 △ 91 

 



 

－  － 
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Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約によ

り使用している固定資産の主なものは、営業用自動車、電子計算機及びその周辺機器

一式、事務用機器であります。 

 

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記 
      （単位：百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合

関連当事者との関係 取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期末残高 

子会社 
卓華電子（香港）
有限公司 

所有 
直接100％

当社販売先及び仕入先
役員の兼任,債務保証

商品の販売（注１）
債務保証（注２）
保証料受入（注２）
経営指導料受入（注３）

6,324
3,620

3
132

売掛金 
その他流動資産 

576 
22 

子会社 
EXCEL SINGAPORE
PTE.LTD. 

所有 
直接100％

当社販売先及び仕入先
役員の兼任,債務保証

債務保証（注２）
保証料受入（注２）

498
0

その他流動資産 0 

（注）１．当社商品の販売については、市場価格等を参考に決定しております。 

２．債務保証については、金融機関からの借入金及び取引先に対する仕入債務に対

する保証を行っているものであり、保証料については、市場金利等を勘案し合

理的に決定しております。 

３．経営指導料については、経営指導料に関する覚書に基づいて決定しております。 

 

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産 2,250円53銭 

２．１株当たり当期純利益 60円99銭 

 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年５月13日  

 株 式 会 社 エ ク セ ル  

 取締役会 御中  

 三 優 監 査 法 人  

 

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 久 保 幸 年 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 公 太 
  

 

  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エクセルの

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エクセル及び連結子会社か

ら成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとお

り、会社及び連結子会社は当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計

基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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会計監査人の監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年５月13日  

 株 式 会 社 エ ク セ ル  

 取締役会 御中  

 三 優 監 査 法 人  

 

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 久 保 幸 年 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 公 太 
  

 

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エク

セルの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第51期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその

附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 重要な会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より「資産除去

債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

を適用している。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告 

 監 査 報 告 書  

  当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第51期事業

年度の事業報告、計算書類、これらの附属明細書、連結計算書類、その他取

締役の職務の執行の監査について、次のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担及び監査実施計画を定めた

上で、各監査役から監査の実施状況及び監査の結果について報告を受け審

議しました。各監査役は取締役会その他の重要会議に出席し、取締役等及

び会計監査人から、職務の執行状況等について報告を受け、随時説明を求

めるとともに、内部監査室と連携の上、本社及び主要な事業所の実地調査

を行いました。子会社についても、担当取締役等から報告を受け、必要に

応じて子会社に赴き調査いたしました。 

 また、事業報告に記載されている会社法施行規則第100条第１項及び第３

項に定める体制（内部統制システム）について、取締役会の決議の内容及

び当該決議に基づく内部統制システムの構築及び運用の状況について、取

締役及び内部監査室から定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。 

 なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び三優監査法人

から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、適正な監査を実施している

かを監視、検証するとともに、会計監査人からは、会計監査人の職務の遂

行が適正に実施されることを確保するための体制に関して、監査に関する

品質管理基準（平成17年10月28日企業会計審議会）等にしたがって整備し

ている旨の報告を受けました。 

 



 

－  － 
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２．監査の結果 

(1）事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示していると認めます。 

二 取締役の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認め

られません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

 

 平成23年５月16日  

 株式会社エクセル 監査役会  

 

常勤監査役 今 井 忠 雄 

監 査 役（社外監査役）浅 川  修 

監 査 役（社外監査役）加 藤 豊 久 

監 査 役（社外監査役）都 甲 和 幸 
  

 

   

以 上 

 

 



 

－  － 
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株主総会参考書類 

 

第１号議案 剰余金処分の件 

 剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。 

期末配当に関する事項 

 当期の期末配当につきましては、業績、当社グループを取り巻く環境、新事

業展開のための内部留保、株主の皆様への安定的な利益還元等を総合的に勘案

し、以下のとおりといたしたいと存じます。 

 

(1) 配当財産の種類 

金銭といたします。 

(2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式１株につき金15円 総額129,997,920円 

なお、中間配当金として15円をお支払いしておりますので、当期の年間配

当金は１株当たり30円となります。 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成23年６月24日といたしたいと存じます。 

 
 



 

－  － 
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第２号議案 取締役７名選任の件 

 取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき

ましては、取締役７名の選任をお願いするものであります。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏 名 
（生 年 月 日） 

略歴、当社における地位および担当 
（重要な兼職の状況） 

所有する当社 
の株式の数 

１ 
橋
はし

本
もと

善
よし

夫
お

 
(昭和21年３月22日生) 

昭和44年３月 株式会社菱三電気（現株式会社

リョーサン）入社 

平成11年９月 当社入社顧問 

平成11年12月 当社専務取締役 

平成12年12月 当社代表取締役社長（現任） 

60,020株 

２ 
谷
たに

村
むら

偉
い

作
さく

 
(昭和30年３月９日生) 

昭和52年４月 株式会社富士銀行（現株式会社

みずほコーポレート銀行）入行

平成17年７月 当社入社監査室長兼経営企画室

長 

平成19年６月 当社取締役監査室長兼経営企画

室長 

平成22年６月 当社常務取締役経営企画室長兼

管理本部長 

平成23年４月 当社専務取締役経営企画室長兼

管理本部長（現任） 

6,500株 

３ 
進
しん

藤
どう

龍
りゅう

生
せい

 
(昭和27年１月７日生) 

昭和49年４月 株式会社住友銀行（現株式会社

三井住友銀行）入行 

平成12年５月 当社入社経理部長 

平成15年６月 当社取締役経理部長 

平成19年６月 当社常務取締役経理部長 

平成19年７月 当社常務取締役財経本部長 

（現任） 

12,500株 

４ 
山
やま

田
だ

清
きよ

隆
たか

 
(昭和29年１月17日生) 

昭和51年６月 当社入社 

平成15年６月 当社取締役東日本営業本部長 

平成20年６月 当社常務取締役第二営業本部長

兼電子部品販売推進本部長、営

業管理部長 

平成22年６月 当社常務取締役国内営業本部長

兼第一営業本部長、シャープ販

売推進本部長、営業管理部長 

（現任） 

10,400株 



 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏 名 
（生 年 月 日） 

略歴、当社における地位および担当 
（重要な兼職の状況） 

所有する当社 
の株式の数 

５ 
上
うえ

田
だ

豊
とよ

男
お

 
(昭和33年２月１日生) 

昭和53年４月 当社入社 

平成18年６月 当社取締役海外営業本部長兼営

業管理部長 

平成23年４月 当社常務取締役海外営業本部長

（現任） 

（重要な兼職の状況） 

曄華企業股有限公司 董事長 

卓奘国際貿易（上海）有限公司 董事長 

EXCEL SINGAPORE PTE.LTD. MANAGING DIRECTOR

18,500株 

６ 
大
おお

滝
たき

伸
のぶ

明
あき

 
(昭和31年１月21日生) 

昭和54年４月 松下電送株式会社（現パナソ

ニックシステムネットワークス

株式会社）入社 

平成13年９月 当社入社海外半導体販売推進部

課長 

平成18年６月 当社取締役新規事業推進本部長

平成23年４月 当社常務取締役新規事業推進本

部長（現任） 

6,900株 

７ 
柳
やなぎ

田
だ

尚
なお

希
き

 
(昭和35年９月２日生) 

昭和58年４月 当社入社 

平成15年４月 当社北陸営業所長 

平成22年６月 当社取締役第二営業本部長兼電

子部品販売推進本部長（現任）

3,500株 

（注） 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 



 

－  － 
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第３号議案 監査役１名選任の件 

 本総会終結の時をもって、監査役 今井忠雄氏が任期満了となります。つき

ましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。 

 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は次のとおりであります。 

氏 名 
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位 
（重要な兼職の状況） 

所有する当社 
の株式の数 

今
いま

井
い

忠
ただ

雄
お

(昭和18年５月７日生)

昭和42年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ

コーポレート銀行）入行 

平成７年12月 当社入社経理部長 

平成８年12月 当社取締役経理部長 

平成12年12月 当社常務取締役経営企画室長兼監査室

長兼総務部、経理部、事務管理部担当

平成15年６月 当社常勤監査役（現任） 

8,600株 

（注） 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

以 上 
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東京都港区西新橋三丁目12番10号 

当社本社 ５階 会議室 

電話 03(5733)8402（総務部） 

 

 

 
～交通のご案内～ 

■地下鉄 銀座線   虎ノ門駅１番出口 徒歩約10分 

■地下鉄 日比谷線  神谷町駅３番出口 徒歩約８分 

■ＪＲ  新橋駅   烏森口出口    徒歩約13分 

■地下鉄 都営三田線 御成門駅Ａ５出口 徒歩約６分 
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